
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧
誘するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもの
であり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であ
り、今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性
を保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許
諾者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。

2020年11月6日 中国は全車『環境対応車』へ、日本企業には追い風
2020年11月5日 アジア・マーケット・マンスリー（2020年11月）

2020年11月12日

 この発表の約一週間前、10月27日に中国自動車工程学会が、中国工業情報化部

の指導のもとに「省エネ・新エネルギー自動車技術ロードマップ2.0」を公表していました。

2035年までに新車販売台数に占める『新エネルギー車』の比率を50％以上、残りは

すべてハイブリッド車にすることが示されていたため、国務院から出てきた目標に特段の驚

きはありませんでした。また、2025年の新車販売に占める『新エネルギー車』の比率は

草案の25％から下方修正されており、必ずしも順調に進展しているとは言えない『新エ

ネルギー車』の普及状況を踏まえた目標となっています。それでも中国の自動車業界が

歴史的な転換期にあることには違いはなく、目標通りに進めば、従来型のガソリン車の

新車販売は2035年までに全廃され、100％環境対応車になります。

運用者の視点：中国の『新エネルギー車』
「マーケット・キーワード」では、弊社のアジア株式運用者が運用業務を通して気付いたり、感じたことを“運用者

の視点”として定期的にお届けしています。急速かつダイナミックに変革が進む、中国・アジア地域の経済や

マーケットの“今”を、独自の視点でお伝えできれば幸いです。今回のテーマは、中国の自動車市場の大きな変

化や経済発展に結びつく可能性がある『新エネルギー車』についてです。

 中国国務院は11月2日、2021‐35年の『新エネルギー車』産業発展計画を発表し、2025年までに中国の

新車販売台数に占める電気自動車など『新エネルギー車』の比率を20％前後まで引き上げる目標が示され

ました。また、2035年までには、新車販売の主流を電気自動車とすることや、公共交通機関の車両をすべて

電動化すること、燃料電池車の商用化なども目標としました。これらは拘束力のある目標ではありませんが、

世界最大の自動車市場を抱える中国の国務院からの正式な発表であり、今後、内外の自動車メーカーはこ

れを見据えた対応が求められると想定されます。

 9月の国連総会で、習近平国家主席が2060年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする目標を表明し

たことは、かつての中国を思い起こすと隔世の感があります。以前は経済発展優先で、地球温暖化など環境

問題の責任は、先に発展した先進国が負うべきという姿勢でした。今回、環境問題への意識を急速に強めた

背景には複数の理由があります。「地球規模の問題に対処する姿勢をアピールし、環境問題への関心が高い

欧州を取り込む必要性があるから」という見方は米中対立が長期化する中、それなりに説得力はありますが、

より現実的・実利的には、「環境が極めて大きなビジネスになるから」ということだと思います。『新エネルギー車』

産業で中国が主導権を握ることが出来れば、大きな経済的見返りを得ることが出来ると考えられます。ガソ

リン車など内燃機関を動力としたこれまでの自動車産業の発展過程で大きく出遅れ、世界に通用するブラン

ドや技術を持てなかった中国にとって、主導権の重要性は強く認識されていると考えられます。

環境対応車への転換期

中国の変化、環境問題への取り組みの真意とは

中国は『新エネルギー車』産業発展計画を正式に発表
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